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介ホ協へ提出ページ

厚労省から届いた調査票を入力し（表紙・収入・支出のページ（８・９・原則１３ペー

ジ）、調査票のコピーをＦＡＸ又は同封の返信用封筒で介ホ協へご提出ください。

チェックをした後、ご連絡いたします。

また、不明点等は下記へお問い合わせください。

連絡先

介ホ協 介護事業経営実態調査担当者

専用フリーダイヤル：０１２０－９７３－４９６ ＦＡＸ：０３－６８１２－７１１５
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「実利用者数」には、自立者も含みます。

「延べ利用者数」とは、利用日数×実利用者数＝サービス提供日数の合計です。

Ａ

Ｂ

混合型特定施設の場合、

1) 認定更新申請中で、申請前が要支援の場合 Ｂ欄

2) 認定更新申請中で、申請前が要介護の場合 Ａ欄

3) 新規入居等で初回の要介護認定申請中の場合 Ｂ欄

に記入してください。
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介護テクノロジーの具体例については、

「記入要領」のページをご覧ください。

それぞれの機器のランニングコスト（保守・点検

等にかかった費用額）を記入してください。
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（７）は、問１（４）で「２．一体会計」と回答した場合にのみ、ご記入ください。

介護サービスと介護予防サービスの指定を両方受けている場合は、介護サー

ビスの事業所番号を記入してください。

「延べ利用者数等」の欄に記入する内容

4月1日～30日までの、各日24時現在の利用者の合計を記入してください。
指定特定施設以外の有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム等の

入居者や、要介護申請中の人も含めます。

「延べ利用者数等」は介護サービスと介護予防サービスの両方の実績を合わせた数値

を記入してください。
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・問１（４）において「一体会計」と回答した場合は、「全

体」には、調査対象サービスで利用している床面積と、

会計を一体的に行っている他の介護保険サービスや介

護保険以外の事業（障害者へのサービス等）で利用して

いる床面積の合計を記入してください。

・問１（４）において「単独会計」と回答した場合は、「全

体」には、併設サービス等を含めた施設（拠点）全体に

係る床面積を記入してください。

※具体的にどの範囲を記入すべきかわからない場合は、

調査事務局へお問い合わせください。

・調査対象サービスが特定施設入居者生活介護

/介護予防特手氏設入居者生活介護、もしくは地
域密着型特定施設入居者生活介護の場合、利

用者が介護保険外の自由契約等で利用している

居室も「うち調査対象サービス」分に含めて下さ

い。
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２４～３１の枠内には、令和７年度実績度

の１／１２の金額を入力してください。

３１「法定福利費」には、健康保険、年金保険、児童手当等の事

業主負担額、医療保険及び労働保険料（雇用保険、労災保

険）の事業主負担額について令和7年度実績の１／１２の金

額を入力してください。

【記入の流れ】

①常勤の（A）「実人員」欄 ※配置されていない職種については、「０」（ゼロ）を入力します

調査対象サービスと会計を一体的に行っている介護保険サービス分も含めた常勤職員の人数

②常勤の（B）「調査対象サービス分の換算人員」欄 ※兼務していない職種については「1.0」なります

①で記入にした常勤の「実人員」の人数について、実際の総勤務時間に占める調査対象サービスの

勤務時間の割合に応じた人数

③非常勤の（D）「実人数」欄 ※配置されていない職種については、「０」（ゼロ）を入力します

会計を一体に行っている、調査対象サービス以外の介護保険サービス分も含めた非常勤職員の人数

④非常勤の（E）「換算人数」欄

③で記入した非常勤の「実人員」の人数について、「換算人員の計算方法」を用いて、勤務時間数の

実績により換算人員を算出

⑤非常勤の（F）「調査対象サービス分の換算人員」欄

④で記入した非常勤の「換算人員」について、実際の総勤務時間に占める、調査対象サービスの勤務時間

の割合に応じ按分

⑥常勤の（C）「給与」欄

調査対象サービスと一体的に行っている介護保険サービス分も含めた常勤職員の給料（実人員に対応

する給料）を、職種ごとに合計

⑦非常勤の（G）「給料」欄

調査対象サービスと会計を一体的に行っている介護保険サービス分も含めた非常勤職員の給料（実人員

この記入見本は、問１（４）で「２．一体会計」と回答した場合

の例です。
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国民健康保険団他連合会に請求した介護報酬による収入と、利

用者から徴収した1～3割負担分の合計を記入してください。利用

者負担の公費補助による収入がある場合には、それも含めて下さ

い。保険外の利用料はここに含めず、「５ 保険外の利用料による

収入（収益）」に計上してください。

介ホ協へ提出ページ
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【注意】

企業会計を使用している場合には、補助金収入（収益）は

こちらではなく、問４（３）３－C 内の営業外収益に計上

してください。

社会福祉法人会計基準等を使用している場合には、運営費

にかかる補助金収入（収益）をこちらに記入してください。

施設整備費にかかる補助金収入は問４（３）３－A 内の

特別収益に、借入金利息にかかる補助金はサービス活動外

収益に計上してください。

※前回、記入を間違えているケースが多くみられましたので、

「(7) その他の利用料収入」には、上記の項目に入らない利用料を記載し

ます。家族に対する食事提供に要した費用などが考えられます。

調査対象サービス及び、それと一体的に会計を行っている事業の利用者が支払う食

費、食費に係る特定入居者介護サービス費、利用者が選定した特別な食事料をさし

ます。

調査対象サービス及び、それと一体的に会計を行っている事業の利用者が支払う居

住費、特定施設入居者生活介護事業所等の利用者が支払う家賃又は宿泊費。

「（6）管理費収入」には、自立者も含む「管理費・運営費」

のほか、ホームが徴収している「水光熱費」、自立者の「健康

管理費」、「上乗せ介護費用」、「横出し介護費用（外出同

行、週３回以上の入浴等）」を含みます。

「上乗せ介護費用」「横出し介護費用」は、さらに１つ下の欄

「うち特定施設入居者生活介護（介護予防含む）の保険

外の利用料に係る収入（収益）」にも記載（再掲）します。
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【注意】

企業会計を使用している場合には、補助金収入（収

益）はこちらに計上して下さい。問４（１）内の補助金

収入（収益）には計上しませんので注意して下さい。

※前回、記入を間違えているケースが多くみられましたの

で、入力個所を確認の上、記入をお願いします。

本社経費や、エリア組織等の人件費やその他の経費、本社で

管理している費用（広告宣伝・採用・研修その他すべての費

用）は、売上げ等に応じて按分して、各事業所の「本部経費

配賦額」として計上してください。

法人税も、ホームで支払っているわけではありませんが、

税金を支払っている介護付きホームの経営の苦しさを理

解してもらうために、必ず記入してください。

入居者・職員用給食を委託した費用を記載してください。

材料の仕入れから全面的に外部委託している場合には、

給食材料費を含めて委託費として記入してください。

職員の採用に伴って人材紹介会社等に支払った額を、

紹介手数料へ記入してください。

退職給与引当金、賞与引当金は人件費に含めますが、法人本部

の管理に関わる人件費については、「Ⅲ 本部経費配賦額」に記入

してください。派遣社員を受け入れている場合には、その費用はここ

には含めず、２（１２）①派遣委託費」に計上してください。

介ホ協へ提出ページ

広告宣伝費、入居者募集費用、求人費用、会議費、渉外費、諸

会費等、（１）～（１２）に該当しない経費を記入してください。
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